
                                                           

平成 18 年 3 月期     個別財務諸表の概要             平成 18 年 5 月 17 日 
上 場 会 社 名   常磐興産株式会社 上場取引所：    東 
コ ー ド 番 号   ９６７５ 本社所在都道府県  福島県 
（ＵＲＬ http://www.joban-kosan.com/）  
代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名  斎 藤   一 彦          
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 秋 田  龍 生 ＴＥＬ (03) 3663 - 3415 
決 算 取 締 役 会 開 催日 平成 18 年 5 月 17 日 中間配当制度の有無 有 
配 当 支 払 開 始 予 定日 ― 定時株主総会開催日 平成 18年 6 月 29 日                             
単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株) 
 
１. 18 年 3 月の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18 年 3 月 31日） 
(1) 経営成績                              (単位:百万円未満切捨表示) 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18 年 3月期 28,497  △1.1 1,517  △1.8 600 △3.7 

17 年 3月期 28,820  17.5 1,545  △30.1 623 △56.3 
 
 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円  銭 ％ ％ ％ 

18 年 3月期 △1,691   ― △23. 47 ― △11.1 1.0 2.1 

17 年 3月期 505   42.2 7. 02 ―  3.4 1.0 2.2 

 (注)①期中平均株式数   18年3月期72,084,653株    17年3月期72,083,044株 
②会計処理の方法の変更   無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当額 
 

 中 間 期 末 

配当金総額

（年間） 
配当性向 株主資本配当率 

 円 銭 円 銭  円  銭 百万円 ％ ％ 

18 年 3月期 0. 00 0. 00 0. 00 ―  0.0 0.0 

17 年 3月期 2. 00 0. 00 2. 00 144 28.5 1.0 
 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １ 株 当 た り 
株 主 資 本 

   百万円  百万円  ％ 円 銭 

18 年 3月期 53,353 15,367 28.8 213. 21 

17 年 3月期 62,564 15,175 24.3 210. 49 

(注) ①期末発行済株式数    18年3月期72,074,750株     17年3 月期72,096,327 株 
②期末自己株式数     18年3月期    407,162株 17年3月期    385,585株 
 

２. 19 年 3 月期の業績予想（平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

百万円 

14,900 

百万円 

860 

百万円 

 730 

 

0. 

 

00 

円 

 

 銭 

 

円 

 

銭 

 
通 期 30,380 790 

 
740   2. 00 2. 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  10 円 27 銭 

(注)上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料9 ﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。 
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(1) 貸 借 対 照 表
(単位:百万円未満切捨表示)

第  88  期 第  87  期
(平成18年3月31日) (平成17年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(資  産  の  部) ％ ％

Ⅰ流　　動　　資　　産 5,940 11.1 4,711 7.5 1,228

2,347 1,903 444
385 129 256
1,562 1,007 554
54 34 19
97 78 18
― 113 △ 113
35 15 20
129 154 △ 25
313 251 61
1,020 2,643 △ 1,623
2 4 △ 2
△ 8 △ 1,626 1,618

Ⅱ固　　定　　資　　産 47,390 88.8 57,822 92.4 △ 10,432

14,584 27.3 48,125 76.9 △ 33,541
10,386 15,082 △ 4,695
3,351 3,498 △ 146
405 471 △ 65
7 3 3
270 276 △ 6
162 28,792 △ 28,630
33 0.1 97 0.2 △ 64
26 89 △ 63
6 8 △ 1

32,772 61.4 9,599 15.3 23,173
9,648 6,272 3,376
22,231 2,123 20,108
20 369 △ 349
312 338 △ 25
2,236 102 2,134
566 495 70

△ 2,244 △ 103 △ 2,141

Ⅲ繰　　延　　資　　産 23 0.1 30 0.1 △ 6

23 30 △ 6

資  産  合  計 53,353 100.0 62,564 100.0 △ 9,210

社 債 発 行 費

期  別    

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置

前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
そ の 他

土 地

比 較 増 減

有 形 固 定 資 産

有 価 証 券

販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金

商 品

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品

借 地 権
無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 有 価 証 券
投資その他の資産

子 会 社 株 式
出 資 金

貸 倒 引 当 金

差 入 保 証 金

そ の 他
長 期 貸 付 金
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(単位:百万円未満切捨表示)
第  88  期 第  87  期
(平成18年3月31日) (平成17年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(負  債  の  部) ％ ％

Ⅰ 18,733 35.1 22,291 35.6 △ 3,557

360 590 △ 230
1,073 600 472
14,457 17,900 △ 3,442
1,056 906 150
1,127 914 213
27 64 △ 36
281 135 146
5 74 △ 68
135 961 △ 826
208 143 65

Ⅱ 19,253 36.1 25,097 40.1 △ 5,844

1,565 1,621 △ 56
11,421 19,553 △ 8,132
1,854 2,356 △ 502
4,256 1,228 3,027
― 187 △ 187
23 ― 23
120 103 17
11 46 △ 34

37,986 71.2 47,388 75.7 △ 9,401

Ⅰ 10,221 19.2 10,221 16.3 ―

Ⅱ 1,754 3.3 1,754 2.8 ―

1,754 1,754 ―

0 0 ―

0 0 ―

Ⅲ △ 138 △ 0.3 1,312 2.1 △ 1,450

45 30 15

△ 183 1,282 △ 1,465

Ⅳ △ 182 △ 0.3 276 0.4 △ 459

Ⅴ 3,774 7.0 1,668 2.8 2,106

Ⅵ △ 61 △ 0.1 △ 57 △ 0.1 △ 4

15,367 28.8 15,175 24.3 191

負 債 資 本 合 計 53,353 100.0 62,564 100.0 △ 9,210

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土地再評価差額金

資 本 準 備 金

当期未処分利益又は未処理損失
( △ )

そ の 他 資 本 剰 余 金

自 己 株 式 処 分 差 益

預 り 保 証 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

負 債 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

預 り 金
賞 与 引 当 金

固 定 負 債

社 債

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金

未 払 金
一 年 以 内 償 還 社 債

比 較 増 減
期  別    

支 払 手 形
買 掛 金

流 動 負 債

資 本 合 計

利 益 準 備 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金
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(2)損 益 計 算 書

(単位：百万円未満切捨表示)

第　88　期 第　87　期

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

金  額 百分比 金  額 百分比

Ⅰ 28,497 100.0 28,820 100.0 △ 322

Ⅱ 24,397 85.6 24,809 86.1 △ 411

4,099 14.4 4,010 13.9 89

Ⅲ 2,582 9.1 2,464 8.6 117

1,517 5.3 1,545 5.3 △ 28

Ⅳ 170 0.6 165 0.6 5

7 33 △ 25

139 101 38

23 30 △ 7

Ⅴ 1,087 3.8 1,087 3.8 0

808 901 △ 92

279 186 92

600 2.1 623 2.1 △ 23

Ⅵ 4,224 14.8 2,084 7.2 2,139

4,044 56 3,988

76 408 △ 331

102 ― 102

― 1,620 △ 1,620

Ⅶ 2,609 9.1 2,187 7.6 422

93 200 △ 106

1,266 ― 1,266

― 5 △ 5

538 1,404 △ 866

512 154 357

137 183 △ 45

61 110 △ 48

― 65 △ 65

― 48 △ 48

― 14 △ 14

2,214 7.8 520 1.7 1,693

△ 143 △ 0.5 △ 49 △ 0.2 △ 93

4,049 14.2 64 0.2 3,984

△ 1,691 △ 5.9 505 1.7 △ 2,197

1,122 767 355

385 8 376

△ 183 1,282 △ 1,465

比較増減

％ ％

そ の 他

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

　　　期　　別

支 払 利 息

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

減 損 損 失

経 常 利 益

債務保証損失引当金取崩益

固 定 資 産 売 却 除 却 損

子 会 社 株 式 売 却 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

子 会 社 株 式 評 価 損

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

税 引 前 当 期 純 利 益

シ ス テ ム 移 行 関 連 費 用

事 業 整 理 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

退職給付会計基準変更時差異

当 期 未 処 分 利 益又は未処理損失(△)

　科　　目

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益 又 は 純 損 失 ( △ )

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

関 係 会 社 支 援 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
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重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式         ---- 総平均法による原価法 

その他有価証券   時価のあるもの    ---- 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額金全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの  ---- 総平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法     

デリバティブ   -------------------------------  時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法                                

       商 品 ・ 貯 蔵 品      ----  最終仕入原価法 

 ４．固定資産の減価償却の方法                                    

有 形 固 定 資 産 ---  スパリゾ－トハワイアンズの施設、賃貸用ビル、ゴルフ事業資産は、定額法、

それ以外の有形固定資産については定率法を採用しております。 

             なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

無 形 固 定 資 産  ---  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

５．繰延資産の処理方法  --- 社債発行費については、商法施行規則に基づく最長期間 (３年)で均等償却

しております。  

６．外貨建の資産及び負債の 

  本邦通貨への換算基準 --- 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算 

               差額は損益として処理しております。 

７．引当金の計上基準              

貸 倒 引 当 金  ---  貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金  ---  従業員に対する賞与の支払に備えるため支給見込額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当金   ---  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金   ---  役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上しております。 
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８．リース取引の処理方法 --- リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

９．ヘッジ会計の方法      ---  繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理を採用しております。 

10．その他財務諸表作成のため 

  の基本となる重要な事項 

(１)消費税等の処理方法    ---  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消

費税等は期間費用としております。 

(２)連結納税制度の適用  --- 連結納税制度を適用しております。 

 

 

(会計処理方法の変更) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」 (企

業会計審議会 平成14年8月9日))及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針

第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日)を適用しております。これにより税引前当期純利益は、1,266 百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。 
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 注記事項 

（貸借対照表関係） 

第８８期 

（平成18年３月31日） 

第８７期 

（平成17年３月31日） 

１．担保に供している資産 １．担保に供している資産 

(1)担保資産 (1)観光施設財団 

建物          9,537百万円（ 9,420百万円） 建物       9,590 百万円 

       構築物        3,274   （ 3,274   ） 

    土地      162                

構築物       3,488  

土地        12,877  

    有価証券     35      計        25,957  

    投資有価証券  5,298 (1)に対応する債務 

    計   18,307      （12,695      ） 一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金 

15,500 百万円 

担保付債務 (2)その他抵当権及び質権が設定されている資産    

短期借入金、一年以内に返済予定の長期借 建物                   4,893 百万円 

       入金及び長期借入金 土地                   9,753 

17,118百万円（11,764 百万円）  有価証券               34 

        物上保証      52 投資有価証券           3,622 

計    17,170      （11,764       ） 関係会社株式             120 

      計          18,424 

   上記のうち（ ）内書は観光施設財団及びに当該債務

を示しております。 

(2)に対応する債務 

  短期借入金､一年以内に返済予定の長期借入金及

び長期借入金 

                             10,942 百万円 

        物上保証          694  

      計        11,636 

 

 (2)一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金

2,130百万円は未特定物件担保留保条項が付されており

ます。 

 

(3)一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金

4,265百万円は未特定物件担保留保条項が付されており

ます。 
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第８８期 

（平成18年３月31日） 

第８７期 

（平成17年３月31日） 

２．偶発債務 

保証債務 

 次の会社の銀行借入等に対する保証 

２．偶発債務 

保証債務 

 次の会社の銀行借入金等に対する保証 

㈱常磐製作所 947百万円 

㈱常磐エンジニアリング   231 

  

計     1,178 

  
 

㈱常磐製作所        1,001百万円 

㈱山海館 585 

㈱常磐エンジニアリング   273 

㈱クレストコーポレーション  92 

㈱茨城サービスエンジニア
リング 

 50 

その他2社   2 

           計 2,004 
 

  

３．受取手形割引高 

                －百万円 

３．受取手形割引高 

224百万円 

４．授権株式数及び発行済株式総数 

    授権株式数  普通株式    

160,000,000株 

        発行済株式総数 普通株式   

72,481,912株 

４．授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数  普通株式   

 160,000,000株 

     発行済株式総数 普通株式                 

72,481,912株 

５．自己株式 

   当社が保有する自己株式   

407,162株 

 

５．自己株式 

   当社が保有する自己株式  

385,585株 

 

６．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま
す。 
短期貸付金         1,020百万円 

    

６．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま
す。 
  短期貸付金         2,639百万円 

    負債の合計額         939  

７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法

律第34号及び平成13年６月29日公布法律第94号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法

律第34号及び平成13年６月29日公布法律第94号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布政令

第119号及び平成11年３月31日公布政令第125号）第２条第

５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については第４

号に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調

整を行って算定しております。 

   再評価実施日      平成14年3月31日 

再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布政令

第119号及び平成11年３月31日公布政令第125号）第２条第

５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については第４

号に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調

整を行って算定しております。 

   再評価実施日      平成14年3月31日 

     再評価を行った土地    △3,331百万円 

  の期末における時価 

  と再評価後の帳簿価 

  額と差額 
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第８８期 

（平成18年３月31日） 

第８７期 

（平成17年３月31日） 

８．消費税等に係る表示 

 未払消費税は、流動負債の「未払金」に含めて表示して

おります。 
 

８．消費税等に係る表示 
 未払消費税は、流動負債の「未払金」に含めて表示し

ております。 

９．配当制限 

 一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金のうち

2,130百万円については、特定の条件に抵触した場合、借

入人及び貸付人は契約の終了を猶予するための協議を行う

ことになっております。当該条件のうち配当支払に関する

ものは以下のとおりであります。(複数ある場合は、条件

の厳しい方を記載しております。) 

９．配当制限 

 一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金のうち

4,265 百万円については、特定の条件に抵触した場合、借

入人及び貸付人は契約の終了を猶予するための協議を行う

ことになっております。当該条件のうち配当支払に関する

ものは以下のとおりであります。(複数ある場合は、条件

の厳しい方を記載しております。) 

(1)各事業年度末及び中間事業年度末の連結貸借対照表に

おける資本の部の金額を前事業年度末(中間事業年度末も

含む)比75％以上、かつ8,739百万円に維持すること。 

(1)各事業年度末及び中間事業年度末の連結貸借対照表に

おける資本の部の金額を前事業年度末(中間事業年度末も

含む)比75％以上、かつ8,739百万円に維持すること。 

(2)各事業年度末及び中間事業年度末における貸借対照表

における資本の部の金額を前事業年度末(中間事業年度末

も含む)比75％以上、かつ10,441百万円に維持すること。 

(2)各事業年度末及び中間事業年度末における貸借対照表

における資本の部の金額を前事業年度末(中間事業年度末

も含む)比75％以上、かつ10,441百万円に維持すること。 

(3)各事業年度における連結損益計算書に示される経常損

益が当連結事業年度以降の決算期につき、２期連続して

損失となること。 

(3)各事業年度における連結損益計算書に示される経常損

益が当連結事業年度以降の決算期につき、２期連続して損

失となること。 

(4)各事業年度における単体の損益計算書に示される経常

損益が当事業年度以降の決算期につき、２期連続して損失

となること。 

 その他有価証券評価差額金は商法施行規則124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第７条

の２第１項の規定により、配当に充当することが制限され

ております。 

(4)各事業年度における単体の損益計算書に示される経常

損益が当事業年度以降の決算期につき、２期連続して損失

となること。 

 その他有価証券評価差額金は商法施行規則124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 
 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第７条

の２第１項の規定により、配当に充当することが制限され

ております。 

10．               ────── 10．投資有価証券のうち1,013百万円につきましては貸株

に供しており、その担保として受け入れた金額を「預り

金」に841百万円計上しております。 
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（損益計算書関係） 

第８８期 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

第８７期 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

(1)販売費 

運賃諸掛    7百万円 

給与賃金  305 

賞与引当金繰入額 43 

広告宣伝費  538 

減価償却費   17 

誘客費  552 
 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

(1)販売費 

運賃諸掛    9百万円 

給与賃金  284 

賞与引当金繰入額  33 

広告宣伝費  517 

減価償却費   2 

誘客費  535 
 (2)一般管理費 

給与賃金  117百万円 

賞与引当金繰入額   15 

減価償却費    7 

(2)一般管理費 

給与賃金  142百万円 

賞与引当金繰入額   16 

減価償却費    8 

２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであります。 

土地売却益      3,739百万円 

２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであります。 

土地売却益               51百万円 

３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

  構築物除却損      29百万円 

工具器具備品除却損   25 

機械装置除却損     20 

建物除却損       16 

３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

  建物除却損       101百万円 

  構築物除却損       55  

４．関係会社に係る注記 

 関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 

４．関係会社に係る注記 

 関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 

営業外収益 

受取配当金       62 百万円 
 

営業外収益 

受取利息        31 百万円 

受取配当金       46 

特別損失 

 関係会社支援損     61 百万円 

関係会社の財務体質改善のため、関係会社に対して行っ

た、当社所有土地の無償譲渡等であります。 
 

特別損失 

 関係会社支援損    110 百万円 

関係会社の財務体質改善のため、関係会社に対して行っ

た、当社所有土地の無償譲渡であります。 
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第８８期 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

第８７期 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

５．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

５．        ────── 

 

用途 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

ホテル 
北海道 

札幌市 
建物 200 

賃貸不動産 

(賃貸ﾋﾞﾙ) 

東京都荒川

区・立川市 

土地及び

建物等 
747 

賃貸不動産及

び遊休資産 

福島県いわき

市･茨城県北

茨城市 

土地 317 

 

当社は、事業用資産については事業部門及びエリア別

の単位にて、賃貸不動産及び遊休資産については個々の

物件単位でグルーピングを行なっております。 

  札幌のホテル事業においては、経営環境の悪化によ

り当初想定していた収益を見込めなくなったため、賃貸

不動産及び遊休資産においては、近年の継続的な地価の

下落に伴い、市場価格が帳簿価額に対して著しく下落し

たため、賃貸ビルについては、売却価格が帳簿価額を下

回ることとなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,266百万円）として特別

損失に計上しております。 

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定士による不動産鑑定

評価額（ただし、重要性の低い物件は固定資産税評価額

を基礎にした価額等）により算定しております。 
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（３）損失処理案及び利益処分案 

                             （単位：百万円未満切捨表示)    

第 88 期 第 87 期 

自 平成 17年 4 月 1 日 自 平成 16年 4 月 1 日 

至 平成 18年 3 月 31日 至 平成 17年 3 月 31日 

科  目 金 額 科  目 金 額 

Ⅰ当期未処理損失の処理  Ⅰ当期未処分利益の処分  

当期未処理損失 183 当期未処分利益 1,282 

これを次のとおり処分いたします。  これを次のとおり処分いたします。  

その他の資本剰余金取崩額   利益処分     

  自己株式処分差益取崩額  0 利益準備金  15 

利益準備金取崩額  45 配当金 (1 株につき 2円)  144 

資本準備金取崩額 138   

次期繰越損失  － 次期繰越利益 1,122 

Ⅱその他資本剰余金の処分    

 その他の資本剰余金  0   － 

これを次のとおり処分いたします。    

その他の資本剰余金取崩額    

自己株式処分差益取崩額  0   － 

 その他の資本剰余金次期繰越額  －   － 

 

部門別売上高 

第 88 期 第 87 期 

自 平成 17 年 4 月 1 日 自 平成 16 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 至 平成 17 年 3 月 31 日 
部    門 

金 額 比 率 金 額 比 率 

増 減 率 

     ％  ％    

Ⅰレジャーリゾート事業部門 12,237 43.0% 11,248 39.0%   8.8  

 スパリゾートハワイアンズ 10,628 37.3% 10,068 34.9%   5.6  

 ホ テ ル ク レ ス ト 札 幌 460 1.6% 453 1.6%   1.5  

 クレストヒルズゴルフ倶楽部 812 2.9% 726 2.5%   11.9  

 山 海 館 335 1.2% － －  －

Ⅱ燃 料 商 事 事 業 部 門 15,428 54.1% 15,751 54.7%  △2.1  

Ⅲ開 発 事 業 部 門 831 2.9% 1,819 6.3%  △ 54.3  

 合  計 28,497 100.0 28,820 100.0  △1.1  

※1 株式会社山海館は、平成 17 年５月１日に当社と合併いたしました。 

※2 開発事業部門は、平成 18 年２月１日に会社分割いたしました。 
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(リース取引の注記)

１．リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

機 械 及 び 装 置 688 500 685 424 260

工具、器具及び備品 183 104 333 132 201

そ の 他 285 159 278 107 171

合 計 1,157 764 1,297 663 633

　　(２)未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 155 百万円 184 百万円

１ 年 超 255 百万円 469 百万円

合　　計 410 百万円 654 百万円

　　(３)当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 206 百万円 211 百万円

減価償却費相当額 192 百万円 197 百万円

支 払 利 息 相 当 額 11 百万円 14 百万円

　　（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　　重要なオペレーティング・リース取引はありません。

　　減損損失について
リース資産に配分された減損損失はありません。

(有価証券関係)

    (当事業年度)　(平成18年3月31日現在)
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位:百万円未満切捨表示）

関 連 会 社 株 式 － － －

    (前事業年度)　(平成17年3月31日現在)
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位:百万円未満切捨表示）

関 連 会 社 株 式 213 336 122

187

79

125

392

評 価 損 益

(第 88 期) (第 87 期)

貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

第 88 期
（平成18年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時 価

(第 88 期) (第 87 期)

第 87 期
（平成17年3月31日現在）

期末残高
相当額

取得価額
相当額
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（税効果会計関係）

第 88 期 第 87 期

( 自　平成17年４月 １日至　平成18年３月31日 ) ( 自　平成16年４月 １日至　平成17年３月31日 )

１. １.

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産 繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 852 貸倒引当金損金算入限度超過額 670
賞与引当金繰入額 84 賞与引当金繰入額 57
投資有価証券評価損 1,002 投資有価証券評価損 785
投資敷金消却額 153 投資敷金消却額 153
差入保証金消却額 69 差入保証金消却額 69
減価償却超過額 124 減価償却超過額 99
減損損失 81 ゴルフ会員権評価損 66
ゴルフ会員権評価損 63 繰越欠損金 557
繰越欠損金 1,458 その他 118
その他 120 繰延税金資産小計 2,577
繰延税金資産小計 4,009 評価性引当額 △ 2,577
評価性引当額 △ 4,009 繰延税金資産合計 －
繰延税金資産合計 － 繰延税金負債
繰延税金負債 前払年金費用 △ 26
前払年金費用 △ 38 子会社株式 △ 71
子会社株式 △ 1,658 その他有価証券評価差額金 △ 1,131
その他有価証券評価差額金 △ 2,558 繰延税金負債合計 △ 1,228
繰延税金負債合計 △ 4,256 繰延税金資産(負債)の純額 △ 1,228
繰延税金資産(負債)の純額 △ 4,256

２. ２.

法定実効税率 40.4% 法定実効税率 40.4%
（調　整） （調　整）

1.6% 9.0%

△ 1.2% △ 2.8%

住民税均等割額 0.4% 住民税均等割額 1.9%

64.1% △ 52.3%

　 会社分割による子会社株式調整額 71.7% 　 税務更正による修正額 5.2%
その他 △ 0.6% その他 1.5%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 176.4% 税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.9%

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の差異の原因となった主な項目別の内訳

評価性引当による期末繰延税金資産の
減額修正

評価性引当による期末繰延税金資産の
減額修正

交際費等永久に損金に算入されない項
目

交際費等永久に損金に算入されない項
目

受取配当等永久に益金に算入されない
項目

受取配当等永久に益金に算入されない
項目
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役員の異動（平成 18年 6月 29日付） 

 

 

１．代表者の異動 

   該当事項はありません。 

 

 

２．その他の役員の異動 

   該当事項はありません。 
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平成１７年度
（個別）

決算附属説明資料

常磐興産株式会社



１. 直近３年間の財務ハイライト

売上高 28,497 百万円 28,820 24,527

レジャーリゾート事業部門 12,237 百万円 11,248 11,334

燃料・商事事業部門 15,428 百万円 15,751 10,869

開発事業部門 831 百万円 1,819 2,323

営業利益 1,517 百万円 1,545 2,209

売上高営業利益率 5.3 ％ 5.4 9.0

経常利益 600 百万円 623 1,426

当期純利益又は純損失 △ 1,691 百万円 505 355

純資産額 15,367 百万円 15,175 14,670

総資産額 53,353 百万円 62,564 66,162

自己資本比率 28.8 ％ 24.3 22.2

自己資本営業利益率 9.9 ％ 10.2 15.1

１株当たりの純資産額 213.21 円 210.49 203.51

１株当たりの配当額 0.00 円 2.00 2.00

１株当たりの当期純利益又は純損失 △ 23.47 円 7.02 4.93

平成1６年３月平成1８年３月 平成1７年３月決　　算　　年　月　

部門別売上高

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

（
百
万
円

）

レジャーリゾート事業部門 燃料・商事事業部門

開発事業部門

営業利益/経常利益

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

（
百
万
円

）

営業利益 経常利益

純資産/総資産

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

（
百
万
円

）

純資産額 総資産額

-1-



２. 部門別売上高の明細

ハ ワ イ ア ン ズ 1,511,334 人 1,457,630 人 53,704 人
ホ テ ル 宿 泊 323,832 313,942 9,890
ウ イ ル ポ ー ト 44,142 40,436 3,706
レジャーグループ 3,603 3,398 205
ホテルグループ 2,879 2,803 75
ウ イ ル ポ ー ト 448 430 18
料 飲 グ ル ー プ 3,550 3,356 193
ナ ン ク ー 130 77 52
食 品 購 買 16 － 16

計 10,628 10,068 560

ホテルクレスト 52,133 人 49,877 人 2,256 人
札     幌 460 453 6

クレストヒルズ 49,393 人 42,965 人 6,428 人
ゴルフ倶楽部 812 726 86

10,585 人 － 人 10,585 人

335 － 335

計 12,237 11,248 989

石 炭 1,300,592 t 1,747,036 t △ 446,444 t

石 油 94,265 kl 78,415 kl 15,850 kl

石 炭 10,361 12,310 △ 1,948

石 油 4,187 2,612 1,575

そ の 他 879 831 48

計 15,428 15,751 △ 322

分         　 譲 198 991 △ 792

賃         　 貸 633 829 △ 195

計 831 1,820 △ 988

28,497 28,820 △ 322

山 海 館

スパリゾート・
ハワイアンズ

増減
部 門

対前年度

レ

ジ

ャ

ー

リ

ゾ

ー

ト

事

業

部

門

売 上 高

利
用
人
員

売

上

高

利 用 人 員

売 上 高

売 上 高

売　　  上  　　高   　　　　合 　　 計

売

上

高

宿 泊 人 員

利 用 人 員

開 発 事 業 部 門

売

上

高

燃料商事事業部門

数

量

販

売

（金額単位:百万円未満切捨表示）

平成１７年度 平成１６年度
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３. 部門別損益計算書

(単位：百万円未満切捨表示)

売上高 利 益 売上高 利 益 売上高 利 益

12,237 1,705 11,248 1,068 989 636

15,428 170 15,751 147 △ 323 23

831 313 1,819 994 △ 988 △ 681

△ 48 △ 44 △ 3

28,497 2,140 28,820 2,165 △ 322 △ 25

623 620 2

1,517 1,545 △ 28

170 165 5

1,087 1,087

600 623 △ 23

4,224 2,084 2,139

2,609 2,187 422

2,214 520 1,693

△ 143 △ 49 △ 93

4,049 64 3,984

△ 1,691 505 △ 2,197

（特別損益明細）

4,044 56 3,988
76 408 △ 331

子会社株式売却益 102 － 102
－ 1,620 △ 1,620
4,224 2,084 2,139
－ 27 △ 27
93 172 △ 79
1,266 － 1,266
－ 5 △ 5

子会社株式評価損 538 1,404 △ 866
－ 14 △ 14
137 183 △ 45
512 154 357
61 110 △ 48
－ 65 △ 65

ゴルフ会員権評価損 － 48 △ 48
2,609 2,187 422

平成１６年度 対前年度増減

売
上
高
及
び
部
門
利
益

レジャーリゾート事業部門

燃料・商事事業部門

開 発 事 業 部 門

管 理 本 部

平成１７年度
項　　　目

＜税引前当期純利益＞

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

＜ 経 常 利 益 ＞

平成１６年度 対前年度

特 別 利 益

＜計＞

一 般 管 理 費

＜ 営 業 利 益 ＞

＜ 当 期 純 利 益 ＞

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等

特 別 損 失

平成１７年度

特

別

利

益

固定資産売却益
投資有価証券売却益

減損損失

計
債務保証損失引当金取崩益

項　　　目

関係会社支援損
事業整理損

計

特

別

損

失

貸倒引当金繰入額

固定資産売却損
固定資産除却損

システム移行関連費用

投資有価証券評価損

退職給付会計基準変更時差異

-3-



４
.
 
部
門
別
貸
借
対
照
表

(
単
位
:
百
万
円
未
満
切
捨
表
示
)

 
区
 
 
分

事
業
部
門
 
合
　
計

レ
ジ
ャ
ー
リ
ゾ
ー
ト
燃
料
商
事
開
 
発
管
理
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部
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資
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]
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動
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,
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,
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固
定
資
産
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9
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,
8
0
0

4
5

3
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5
4
4

繰
延
資
産

2
3

2
3

借
方
合
計

5
3
,
3
5
3
1
5
,
5
4
1

1
,
6
4
8

3
6
,
1
6
3

(
Ｈ
1
8
/
3
)
[
負
債
の
部
]

流
動
負
債

1
8
,
7
3
3

1
,
1
0
7

1
,
2
9
8

1
6
,
3
2
7

固
定
負
債

1
9
,
2
2
9

1
,
8
5
4

1
7
,
3
7
5

計
3
7
,
9
6
2

2
,
9
6
1

1
,
2
9
8

3
3
,
7
0
2

[
投
下
資
本
]

2
3
1
2
,
5
8
0

3
5
0

-
1
2
,
9
0
6

[
資
本
の
部
]

1
5
,
3
6
7

1
5
,
3
6
7

貸
方
合
計

5
3
,
3
5
3
1
5
,
5
4
1

1
,
6
4
8

3
6
,
1
6
3

営
業
利
益
（
一
般
管
理
費
配
賦
前
）

1
,
5
1
7

1
,
7
0
5

1
7
0

3
1
3

-
6
7
1

 
 
投
下
資
本
営
業
利
益
率
(
%
)

3
.
0
6

9
.
0
3

8
0
.
8
1

3
.
0
7

[
資
産
の
部
]

流
動
資
産

4
,
7
1
1

6
5
4

8
7
2

1
6
9

3
,
0
1
4

前
 
期
 
末

固
定
資
産

5
7
,
8
2
2
2
7
,
6
7
9

3
1
2
0
,
7
6
9

9
,
3
4
2

繰
延
資
産

3
0

3
0

借
方
合
計

6
2
,
5
6
4
2
8
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3
3
4

9
0
3
2
0
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9
3
9
1
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3
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7
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Ｈ
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流
動
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債
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2
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2
9
1

1
,
2
1
7
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9
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0
,
1
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固
定
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債

2
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0
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1
,
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0
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2
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,
7
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1

計
4
7
,
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8

3
,
1
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3
2

5
4
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4
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,
8
7
9

[
投
下
資
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,
2
0
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0
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計
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0
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2
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,
3
8
7

営
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理
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配
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前
）

1
,
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,
0
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1
4
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6
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営
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%
)
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含
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お
り
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す
。
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５. 主要な土地・建物の明細

①事業部門別投下資本明細

 (単位:百万円未満切捨表示)

土地 建物 構築物
その他
固定資産

計

－ 10,263 3,342 677 14,283

162 123 9 6 301

162 10,386 3,351 683 14,584

②事業部門別主要建物明細

 (単位:百万円未満切捨表示)

建物

千㎡

36

ホテル･ハワイアンズ 30 客室数318室

ウイルポート 18 客室数50室

多目的ホール(ラピータ） 3

駐車場他 6

計 95

1

4 27ホール

そ の 他 の 部 門

計

事

業

部

門

レ

ジ

ャ

ー

リ

ゾ

ー

ト

部門別

レジャーリゾート事業部門

事業部門 名 称 備　　考

クレストヒルズゴルフ倶楽部

ハ

ワ

イ

ア

ン

ズ

ス

パ

リ

ゾ

ー

ト

・

スプリングパーク及びウオーター
パーク

山海館
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６. 借入金及び社債明細表

平成18年3月 平成17年3月
残高 残高

長期 785 500 285
日 本 政 策 投 資 銀 行 短期 - - -

計 785 500 285
長期 8,621 17,209 △ 8,587

みずほコーポレート銀行 短期 - 960 △ 960
計 8,621 18,169 △ 9,547
長期 3,399 4,883 △ 1,483

み ず ほ 信 託 銀 行 短期 1,160 1,886 △ 726
計 4,559 6,769 △ 2,209
長期 1,398 1,399 △ 1

常 陽 銀 行 短期 1,515 1,514 1
計 2,913 2,913 0
長期 598 872 △ 274

東 邦 銀 行 短期 994 725 269
計 1,592 1,597 △ 4
長期 925 925 -

七 十 七 銀 行 短期 383 383 0
計 1,308 1,308 0
長期 426 427 △ 1

秋 田 銀 行 短期 731 729 2
計 1,157 1,156 1
長期 1,896 1,152 744

三 菱 東 京 ＵＦＪ銀 行 短期 700 228 472
計 2,596 1,380 1,216
長期 134 400 △ 266

三 井 住 友 銀 行 短期 300 28 272
計 434 428 5
長期 306 233 73

福 島 銀 行 短期 212 200 12
計 518 433 85
長期 60 233 △ 173

明 治 安 田 生 命 短期 - - -
計 60 233 △ 173
長期 84 66 17

損 害 保 険 ジ ャパ ン 短期 - - -
計 84 66 17
長期 1,247 2,498 △ 1,251

そ の 他 短期 - - -
計 1,247 2,498 △ 1,251
長期 19,881 30,800 △ 10,918
短期 5,997 6,653 △ 656
計 25,878 37,453 △ 11,574
長期 △ 8,460 △ 11,247 2,786
短期 8,460 11,247 △ 2,786
計 - - -
長期 11,421 19,553 △ 8,132
短期 14,457 17,900 △ 3,442
計 25,878 37,453 △ 11,574

※借入先および借入金には長期シンジケートローンによるものを含めております。

（金額単位:百万円未満切捨表示）

一年以内に返済予定の
長期借入金

再　　　　計

金  融  機  関  名

合　　　　計

借

入

金

対前期末増減
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平成18年3月 平成17年3月
残高 残高

長期 200 520 △ 320
第３回無担保普通社債 短期 - - -

計 200 520 △ 320
長期 168 334 △ 166

第４回無担保普通社債 短期 - - -
計 168 334 △ 166
長期 600 800 △ 200

第５回無担保普通社債 短期 - - -
計 600 800 △ 200
長期 189 243 △ 54

第６回無担保普通社債 短期 - - -
計 189 243 △ 54
長期 264 330 △ 66

第７回無担保普通社債 短期 - - -
計 264 330 △ 66
長期 200 300 △ 100

第８回無担保普通社債 短期 - - -
計 200 300 △ 100
長期 500 - 500

第９回無担保普通社債 短期 - - -
計 500 - 500
長期 500 - 500

第１０回無担保普通社債 短期 - - -
計 500 - 500
長期 2,621 2,527 94
短期 - - -
計 2,621 2,527 94
長期 △ 1,056 △ 906 △ 150
短期 1,056 906 150
計 - - -
長期 1,565 1,621 △ 56
短期 1,056 906 150
計 2,621 2,527 94

長期 22,502 33,327 △ 10,824
短期 5,997 6,653 △ 656
計 28,499 39,980 △ 11,480
長期 △ 9,516 △ 12,153 2,636
短期 9,516 12,153 △ 2,636
計 - - -
長期 12,986 21,174 △ 8,188
短期 15,513 18,806 △ 3,292
計 28,499 39,980 △ 11,480

借入金・社債　合計

合　　　　計

一年以内に返済予定の
社債

再　　　　計

社

債

一年以内に返済予定の
長期借入金及び社債

借入金・社債　再合計

銘　　　　　　　　柄 対前期末増減
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７. 貸付金明細表
（単位：百万円未満切捨表示)

平成18年3月 平成17年3月
残高 残高

長期 1,492 - 1,492
短期 - 1,622 △ 1,622
計 1,492 1,622 △ 130
長期 645 - 645
短期 1,020 1,017 3
計 1,665 1,017 648
長期 99 102 △ 2
短期 - 4 △ 4
計 99 107 △ 7
長期 2,236 102 2,134
短期 1,020 2,643 △ 1,623
計 3,256 2,746 510
長期 2,236 102 2,134
短期 - 1,622 △ 1,622
計 2,236 1,724 512
長期 - 0 0
短期 1,020 1,021 △ 1
計 1,020 1,021 △ 1

８. 保証債務明細表
（単位：百万円未満切捨表示)

平成18年3月 平成17年3月
残高 残高

- 585 △ 585

- 92 △ 92

1,178 1,276 △ 97

- 50 △ 50

1,178 2,004 △ 825合　　　　　　　計

レジャーリゾート事業

不動産事業

区　　　分 対前期末増減

債

務

保

証

額

関

係

会

社

レジャーリゾート事業

不動産事業

製造関連事業

建築・土木業

合　　　計

貸倒引当金繰入額

区　　　　　　　　分

差　　　引

対前期末増減

関

係

会

社

その他
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９. 有価証券明細表

①有価証券

(単位:百万円未満切捨表示)

券 面 総 額 貸借対照表計上額

割引国債 55 54

55 54

55 54

②投資有価証券

(単位:百万円未満切捨表示)

券 面 総 額 貸借対照表計上額

利付みずほ銀行債券 10 9

計 10 9

株式数（千株） 貸借対照表計上額

㈱みずほフィナンシャルＧ 3 3,818

太平洋セメント㈱ 2,050 1,166

みずほ信託銀行㈱ 1,467 559

㈱七十七銀行 598 543

マックス㈱ 297 525

㈱東邦銀行 732 468

㈱常陽銀行 471 391

東京建物㈱ 230 295

常磐開発㈱ 1,110 259

㈱秋田銀行 242 162

その他 1,894 770

上場会社　小計 －  8,961

非上場会社株式 1,006 449

外国株式 165 53

関連会社株式 150 75

計 －  9,538

－  9,548

銘　　    　　　柄

有　価　証　券　　合　計

銘　　    　　　柄

債

券

投 資 有 価 証 券  合 計

銘　　    　　　柄

株
　
　
　
式

債

券
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